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まず 1980年から 2010年までの 30年間を 10年ごとに分けて、各 10年間公的所有企業（国有企業、
国有系株式会社、集団所有企業を含む。以下は同じ）と私的所有企業の固定資産投資の変化を考
察する。1980年から 1990年まで公的所有企業の固定資産投資額（平均年間投資額、以下は同じ）
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億元
私的所有企業公的所有企業 公的所有企業 /私的所有企業











































2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
億元
私的所有企業公的所有企業 公的所有企業 /私的所有企業
図 3　企業形態別固定資産投資の推移（1991 － 2000 年）
出所：図 2に同じ。

















































































年 国有企業 集団所有企業 私有企業
1981-2010年 17.73 24.55 23.81
1981-93年 21.65 37.29 21.96



































化を測定した 4。その結果が図 8によって表されている。網がけ部分は 1より大きな数値である














































































































年 穀物 綿花 食用油原料 砂糖原料 果物 食肉 水産物
1978 1071.4 7.6 18.3 83.7 23.1 36.9a 16.4
1980 1088.8 9.2 26.1 98.9 23.1 40.9 15.3
1985 1222.2 13.4 50.9 194.9 37.5 62.1 22.7
1990 1356.3 13.7 49.1 219.4 57.0 86.9 37.6
1995 1435.2 14.7 69.3 244.2 129.6 161.8 77.4
2000 1406.7 13.4 89.9 232.4 189.5 186.4 130.2












































































製造業 建設業 運送業 サービス業 小計 製造業 建設業 運送業 サービス業 小計
1986 48.1 12.4 9.2 12.1 81.8 57.3 8.8 8.8 11.2 83.3
1987 47.9 12.2 9.0 12.9 82.0 58.4 7.4 7.4 11.7 83.4
1988 46.9 11.8 9.9 13.3 81.8 54.6 7.8 7.8 12. 81.9
1989 48.4 12.3 7.5 13.8 82.0 56.3 8.1 8.1 13.7 83.3
1990 43.4 13.1 7.9 15.4 79.8 53.5 7.4 7.4 14.4 81.4
1991 42.4 13.4 8.3 15.6 79.7 52.3 7.5 7.5 14.2 80.4
1993 40.9 14.0 7.8 16.5 79.2 47.9 9.6 9.6 15.2 80.0
1995 38.7 14.6 8.6 18.8 80.7 48.0 11.5 11.5 16.4 83.6
1996 38.7 14.1 8.8 19.7 81.2 48.7 9.6 9.6 17.4 82.7
1997 35.9 14.0 8.8 20.7 79.3 46.7 10.3 10.3 18.7 83.4
1998 33.4 14.9 9.5 21.5 79.4 41.6 11.4 11.4 18.5 79.6



















1979年までに自営業者のうち、約 22.4%の経営者が ｢知青｣ である。1983年になると、自営業




年にはすでに約 640万人に達した。そのピーク期の 2000年には在宅待機者は 911万人にものぼっ
た（図 13）。しかも、そのなか、働き盛りの若者は決して少なくなかった。1997年にはリストラ
された 35歳以下の元国有企業従業者は全体の 45.5％に占めている。また、2000年に 50歳以下





















1995年には元国有企業従業員は私有企業の管理職の 18.7％、技術職の 17.9％、労働者の 5.4％を
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